
第６章 子 ど も 部

1. 児童福祉

2. 子育て支援

3. 母子(寡婦)及び父子家庭

4. ﾄﾞﾒｽﾃｯｸﾊﾞｲｵﾚﾝｽ(DV)相談・支援 子ども部

5. 母子保健 生涯学習部
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1.

⑴　子ども手当

⑵　児童手当　

⑶　特例給付　

児 童 福 祉

支　給　状　況

３ 歳 未 満 被 用 者 6人 82千円

平成25年度

区 分 支給対象延児童数 年度支払金額

３ 歳 未 満 非 被 用 者 4人 60千円

被 用 者 小 学 校 修 了 前 6人 70千円

非 被 用 者 小 学 校 修 了 前 4人 50千円

中 学 生 4人 40千円

合 計 24人 302千円

支　給　状　況 平成25年度

区 分 支給対象延児童数 年度支払金額

３ 歳 未 満 被 用 者 43,293人 649,395千円

３ 歳 未 満 非 被 用 者 9,994人 149,910千円

被 用 者 小 学 校 修 了 前 151,366人 1,580,025千円

非 被 用 者 小 学 校 修 了 前 34,340人 364,815千円

中 学 生 54,738人 547,380千円

合 計 293,731人 3,291,525千円

支　給　状　況

３ 歳 未 満 被 用 者 2,073人 10,365千円

平成25年度

区 分 支給対象延児童数 年度支払金額

３ 歳 未 満 非 被 用 者 153人 765千円

被 用 者 小 学 校 修 了 前 17,681人 88,405千円

合 計 32,568人 162,840千円

非 被 用 者 小 学 校 修 了 前 1,179人 5,895千円

中 学 生 11,482人 57,410千円
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⑷　学童保育事業

⑸　児童会館事業

児童の心身の向上と健全な育成を図ることを目的とする施設です。

この児童会館を利用できるのは、

①　市内に居住する満３歳以上１５歳未満の者

②　児童福祉増進の事業に従事する者

　学童保育は、放課後帰宅しても保護者の就労等の理由により適切な保育を受けられない、１

年生から３年生（市長が定員に余裕があると認める場合は、４年生も受け入れ）及び配慮を要

する４年生から６年生までの児童を一定時間保育し、適切な遊び及び生活の場を与えて、その

健全な育成を図ることを目的に、現在21学童保育所を設置し実施しています。(大和田第３学

童保育所については「分室」を含む。)

入所児童数状況

合計 　 1,045 960 　―

21 み ど り が 丘 　吉橋2357(みどりが丘小学校内) 40 31 117.45

20 上 高 野 　村上1946-90(第二勝田保育園内) 50 50 96.76

19 緑 が 丘 し お ん 　緑が丘2-31-2(しおん教会内) 40 41 47.50

18 ゆりのき台第２ 　大和田新田511-1 70 67 190.34

17 新 木 戸 　大和田新田1060-1(新木戸保育園内) 40 36 67.97

16 睦 　桑納176(睦小内） 40 24 57.51

15 村 上 第 ２ 　村上1113-1(村上小内） 55 55 82.00

14 村 上 　村上1113-1(村上児童会館1階） 50 55 153.29

13 大 和 田 第 ３ 　大和田新田409-15(アルカンシェール内) 70 75 119.34

12 大 和 田 第 ２ 　大和田628(大南小内) 60 59 117.02

11 大 和 田 　大和田新田321(市役所隣) 45 43 99.37

10 ゆ り の き 台 　ゆりのき台4-19-1(萱田第5公園そば) 55 53 115.93

9 米 本 第 ３ 　米本2301(米本南小学校内) 40 26 116.80

8 米 本 第 ２ 　米本1359(マリヤ保育園隣) 40 20 99.37

7 勝 田 台 南 　勝田台5-9（勝田台南小内） 45 43 82.50

6 勝 田 台 　勝田台2-14(勝田台小内） 70 70 116.65

5 高 津 第 ２ 　大和田新田15(高津支所隣） 45 46 94.41

4 高 津 　高津832-1(高津児童会館2階） 70 70 205.75

3 八 千 代 台 東 　八千代台東4-29-34(東子供の森隣） 40 31 95.29

平成25年4月1日現在

　 学 童 保 育 所 名 所 在 地 定員 在籍 延床

2 八 千 代 台 西 　八千代台西7-23-1(八西小内） 40 24 58.40

1 八 千 代 台 　八千代台西1-8(八小内） 40 41 65.60

米 本 児 童 会 館 　米本1359

　高津832-1

　村上1113-1

所 在 地

2,516人

高 津 児 童 会 館 1,108人

村 上 児 童 会 館 4,112人

名 称 利 用 人 数
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⑹　幼稚園等支援事業

私立幼稚園等就園奨励費

○対　象　私立幼稚園等に在園する満３歳児～５歳児の保護者

○目　的　保護者の経済的負担の軽減を図り、幼児教育の振興に資すること。

○内　容　所得状況等に応じて、保護者が支払う入園料と保育料を上限として支給します。

※「支給上限額」は国の補助単価と市独自に助成を行う額（年額30,000円）を合わせた額となります。

（私立幼稚園）

第２子 円 人 円

第３子以降

第１子

第２子

第３子以降

第２子

第３子以降

第１子

第２子

第３子以降

第２子

第３子以降

第１子

第２子

第３子以降

第２子

第３子以降

第１子

第２子

第３子以降

　

　

　

　

合 計 （ a ） + （ C ） 3,999 390,713,400

上 記 以 外 ( 市 単 分 の み ) （ C ） 30,000 1,282 37,410,000

市 単 計 （ b ） + （ C ） 30,000 3,999 116,845,000

( 内 市 単 分 )(b) 30,000 2,717 79,435,000

0 0

国 ＋ 市 単 分 計 (a) 2,717 353,303,400

1,393

小学校１～３年
生を有する世帯

144,000 607 85,932,000

338,000 44 12,326,000

幼稚園児
のみの世帯

幼稚園児
のみの世帯

幼稚園児
のみの世帯

幼稚園児
のみの世帯

338,000 0 0

市民税所得割課税
額211,200円以下

124,849,800

215,000 129 26,863,300

4,537,000

145,200

92,200

200 28,398,700
市民税所得割課税
額77,100円以下

小学校１～３年
生を有する世帯

193,000 105 20,109,500

338,000 15

241,000 27 6,223,000

338,000

市民税所得割

非 課 税

小学校１～３年
生を有する世帯

256,000 16 3,728,600

338,000 3

32 6,807,200

283,000

963,000

229,200

338,000 0 0

2 456,000

91 19,110,500市民税非課税

小学校１～３年
生を有する世帯

256,000 38

世帯区分 （月割を含む）

9,137,300

338,000 4 890,500

229,200

283,000 11 2,971,000

338,000 0 0

項　　目
支給上限額 人数

支給額
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⑺　子ども相談センター

目　　的

対　　象

内　　容 健康保険が適用された医療費の一部負担金のうち

（市民税課税状況に応じて300円の自己負担あり）

⑻　子ども医療費助成事業

乳幼児及び小中学生の保護者

０歳～小学校３年生の入院・通院・調剤にかかるもの

小学校４年生～中学生の入院にかかるもの

乳幼児及び小中学生の医療費の全部又は一部を助成します。

乳幼児及び小中学生の保健の向上及び子育て支援の充実

  妊娠期から18歳までの子どもと家庭の総合相談窓口として、面接・家庭訪問・グループワー

ク等による相談を受け、また、市における児童虐待の相談・通告の窓口にもなっています。

（単位：件）

15,295

237 337

110 321 241 275 746 13,267

747

53 331 221 271 240

26

11,254

286

23 6,859 2,353 78 208 128 307

（延べ対応状況）

年度 虐待 養護 保健 障害 非行
性格行動
・適性

不登校 計
育児・
しつけ

その他

25 12,115 1,937 30 97

24 9,557 1,705

（単位：件）

26 354 87417 8 68 38 56実件数 520 131 10

11 229

　育児・
しつけ

その他 小計

483

継続相談 266 51 1 9 39115 125

23

4 16 15

合計
養護 保健 障害 非行

性格行動
・適正

14

不登校

52新規相談 254 80 9 8 4 42

（25年度相談内訳）

虐待相談

一般相談

25 29,811人 471,044,357円

23 30,216人 503,335,140円

24 29,873人 492,247,668円

年 度 受給資格者数 扶 助 費 の 額
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保護者からは、世帯の所得税額等に応じた徴収金（保護者の自己負担

金）を徴収します。 

医医療療費費実実績績（（市市がが負負担担ししたた医医療療費費）） 

年度 対象児童数（人） 金  額（円） 

25 19 4,337,405 

※当該年度（4月～3月）に負担した医療費 

徴徴収収金金（（保保護護者者のの自自己己負負担担金金））  

年度   対象児童数（人）    金  額（円） 

25 15 714,523 

※当該年度（4月～3月）に調定した徴収金 

目　　的

対　　象

制度概要 市は、入院に係る医療費の一部を負担します。

⑼　養育医療費

養育のため入院を必要とする未熟児

身体の発育が未熟なままで生まれ、入院を必要とする児童に対して、その治療に必要

な医療費の一部を負担しています。

乳児の生命の保護及び健康の増進を図る。
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実施校　八千代市立村上北小学校，八千代市立八千代台西小学校

○放課後子ども教室校外型

所在地　八千代市萱田1375番地1他（八千代総合運動公園野球場隣接地）

新川わくわくプレーパーク利用者数

25 121日 1,712人

24 121日 394人

＜すてっぷ２１フリーパレット＞

放課後又は休日に気軽に集うことができる場を提供し、スポーツ、遊び、学習、相互

の交流等様々な体験活動を支援しています。

すてっぷ２１フリーパレット利用者数

年度 開催日数 利用者

＜新川わくわくプレーパーク＞

年度 開催日数 利用者

⑽　放課後子ども教室推進事業

放課後や週末等に、子どもたちが安全で安心して活動できる居場所を提供する事業で、学校

型と校外型の２つの形態で実施しています。

○放課後子ども教室学校型

24 122日 5,055人

小学校の余裕教室等を活用し、コーディネーター、学習アドバイザー、安全管理員を

配置した上で、地域の様々な方の参画を得て、子どもの居場所として、体験の場、交流

の場、遊びの場を提供します。開催日時は、主に平日の授業終了後から原則として午後

５時までとなります。

放課後子ども教室学校型利用者数

年度 開催日数 利用者

24 182日 4,304人

25 242日 6,476人

　子どもの発想や自主性を尊重して「自分の責任で自由に遊ぶ」ことを基本とし、学習

アドバイザー及び安全管理員を配置した上で、自然環境などを利用して遊ぶ活動の場を

提供します。開催日時は、主に土曜日・日曜日の午前10時から午後４時までとなりま

す。

25 121日 259人
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2.

児童福祉施設等入所及び利用状況

子育て支援

①　保育園の現況

総 合 計 2,056人 446人

合 計 1,256人 298人

私

立

まこと村上
（認定こども園）

平成 24. 4. 1 28人 12人 - 214.09㎡

ベビーエンゼル
（認定こども園）

平成 23. 4. 1 28人 8人 581.50㎡ 355.31㎡

緑が丘はぐみの杜 平成 23. 4. 1 150人 36人 2,993.48㎡ 1,576.24㎡

村 上 南 平成 21. 4. 1 90人 20人 1,487.49㎡ 1,101.69㎡

大 和 田 西 平成 20. 4. 1 120人 25人 1,566.06㎡ 1,017.50㎡

明 　 優 平成 19. 4. 1 90人 22人 989.27㎡ 847.20㎡

みつわなかよし 平成 17. 4. 1 120人 26人 1,543.07㎡ 1,181.31㎡

茶々おおわだみなみ 平成 13. 4. 1 120人 27人 1,522.79㎡ 992.26㎡

若 葉 高 津
（認定こども園）

昭和 47. 4. 1 60人 19人 2,600.00㎡ 567.31㎡

1,624.69㎡ 754.82㎡

マ リ ヤ 昭和 46. 4. 1 90人 20人 1,827.00㎡ 1,171.90㎡

第 二 勝 田 昭和 46. 4. 1 120人 28人

645.02㎡

新 木 戸 昭和 45. 4. 1 150人 29人 2,038.02㎡ 1,375.60㎡

勝 田 昭和 40. 4. 1 90人 26人 763.00㎡

合 計 800人 148人

村 上 北 昭和 51. 4. 1 120人 21人 1,489.56㎡ 1,089.45㎡

高 津 南 昭和 49. 8. 1 120人 20人 1,880.70㎡ 1,017.81㎡

米 本 南 昭和 48. 4. 1 90人 14人 3,736.61㎡ 1,027.70㎡

14人 1,855.05㎡ 517.99㎡

睦 北 昭和 53. 4. 1 60人 16人 2,469.37㎡ 542.40㎡

八千代台南 昭和 51. 4. 1 90人 19人 1,501.73㎡ 770.28㎡

148人

保育園名 開設年月日 定　員 職員数
面 積

敷 地 建 物

市

立

ゆりのき台 平成  8. 4. 1 170人 28人 2,013.57㎡ 1,451.47㎡

八 千 代 台 昭和 46. 4. 1 90人 16人 1,080.10㎡ 420.66㎡

八千代台西 昭和 48. 8. 1 60人

25 21園 2,056人 855人 432人 906人 2,193人 123人 25人

147人

24 21園 2,056人 829人 420人 838人 2,087人 122人 25人 147人

23 20園 2,028人 815人 396人 790人 2,001人 120人 27人

各年度4月1日現在

年度 園数 定　員
入 園 承 諾 児 童 数 職 員 数(公立のみ)

３歳未満 ３　歳 ４歳以上 計 保育士 その他 計
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②　入園承諾状況

④　地域子育て支援センター事業

平成19年度より、地域の子育て家庭に対し市内を７圏域に分け、圏域ごとに地域子育て支

援センターを拠点として整備し、★妊娠期から出産、乳幼児期の切れ目のない支援・遊び

と交流の広場の提供★安心して子育てができる地域づくりの推進を行っています。

○利用状況

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

合 計 66,281人 72,009人 71,535人

子ども支援センター
全 域 17,463人 16,404人 17,733人

すてっぷ２１大和田

子ども支援センター
勝 田 台 9,350人 9,947人 10,852人

すてっぷ２１勝田台

の び の び
大 和 田 8,465人 11,125人 10,100人

（ゆりのき台保育園内）

つ ば め
睦 1,354人 1,422人 2,036人

（睦北保育園内）

た ん ぽ ぽ
村 上 7,775人 10,411人 9,798人

（村上北保育園内）

あ い あ い
八千代台 8,625人 8,698人 7,966人

（八千代台南保育園内）

こ あ ら
高津・緑が丘 10,401人 11,303人 10,761人

（高津南保育園内）

ト ッ プ ス
阿 蘇 2,848人 2,699人 2,289人

（米本南保育園内）

名　　　称 圏　　　域 23　年　度 24　年　度 25　年　度

③　障害児保育

  本市では、国の障害児保育事業の実施に伴い、昭和49年より保育に欠けた障害児を入園

承諾し、保育を行っています。

○障害児保育の年齢別・程度別状況

0人 0人

合計 35人 32人 1人 0人 0人 0人 2人

５　歳 17人 16人 1人 0人 0人

0人 1人

４　歳 14人 13人 0人 0人 0人 0人 1人

３　歳 4人 3人 0人 0人 0人

２　歳 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

１　歳 0人 0人 0人 0人 0人

０　歳 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人

区分
計

知 的 障 害 児 身 体 障 害 児

年齢 軽 中 重 軽 中 重

平成25年度　

各年度平均数

2,056人 792人 1,409人 2,201人

25 8園 13園 21園 800人 1,256人

2,123人

24 8園 13園 21園 800人 1,256人

2,056人 803人 1,470人 2,273人

23 8園 12園 20園 800人 1,228人 2,028人 772人 1,351人

区分 保 育 園 定 員 入 園 承 諾 児 童 数

年度 市立 私立 計 市立 私立 計 市立 私立 計
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⑤　保育園地域開放事業

⑥　病児・病後児保育事業

⑦　ファミリー・サポート・センター事業

　仕事と育児の両立支援等のため、地域の中に会員組織を結成し、安心して働いたり安心

して子育てできる環境と地域のつながりを深め豊かな街づくりを支援します。

　市立保育園の園庭及び保育室を月１～２回開放し、行事を行うとともに子育てについて

の相談及び情報提供を行っています。

　保育園に通園している児童等であって、病気により集団保育が困難で、かつ保護者が勤

務の都合等により家庭で育児を行うことができない児童を実施施設にて一時的に預かる事

業を実施しています。

1,210人

7月 124人 1月 76人

8月 105人 2月 156人

9月 80人 3月 113人 合　計

5月 68人 11月 90人

6月 112人 12月 113人

4月 106人 10月 67人

〇利用状況

※　平成25年度利用家庭数  125件

合　　　計

9 678人 242件 3 727人 204件 活動件数 2,566件

8 667人 130件 2 714人 188件

210件

6 652人 219件 12 699人 195件

7 658人 221件 1 707人

221件

4 629人 249件 10 687人 233件

5 643人 254件 11 697人

月 会員数 活動件数 月 会員数 活動件数
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3. 母子（寡婦）及び父子家庭

⑴　母子・寡婦福祉資金の貸付

⑵　ひとり親家庭等医療費助成

　母子・父子等のひとり親家庭等の経済的負担と精神的不安を軽減し、自立を促進すること

を目的として、ひとり親家庭等に対し、医療費を助成しています。

　なお、助成額については、自己負担額から一部負担金（入院は、食事療養及び生活療養に

係る標準負担額、通院及び調剤は診療・調剤報酬明細1件につき1,000円）を控除した額を助

成しています。

　母子家庭とは、配偶者と死別・離婚をしたこと等により配偶者のない女子が現に20歳未満の児

童を扶養しているもの、また父子家庭は母子家庭に準じた家庭であり、寡婦とは、配偶者のない

女子であってかつて母子家庭の母であり、現在児童を扶養していないものです。

　母子・寡婦福祉資金の貸付は、「母子及び寡婦福祉法」に基づき、母子家庭及び寡婦の経

済的自立を支援することを目的として実施しています。

＜貸付状況＞

23 10件 11,548千円 0　件 0　千円

24 8件 8,697千円 0　件 0　千円

25 10件 15,756千円 0　件 0　千円

区分 母 子 福 祉 資 金 寡 婦 福 祉 資 金

年度 件 数 金 額 件 数 金 額

＜助成状況＞

円 円 円

1,971,775 14,828,166 5,026,270

25 1,466件 21,826,211円

23 1,583件 21,886,605円

24 1,503件 21,761,027円

＜25年度内訳＞

区分
対 象 者 数 助 成 額 入院 通院 調剤

年度
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⑶　ひとり親家庭等日常生活支援

⑷　母子家庭自立支援給付金事業

　母子家庭の自立を支援するために、母が教育訓練を受講した場合にその一部を助成し、ま

た訓練促進のための費用を支給しています。（平成25年度より父子家庭の父も対象）

生 活 支 援    　0件

子 育 て 支 援 　　 17件

　ひとり親家庭（母子・父子家庭）、寡婦の方が急な病気の時や、臨時的な仕事が入った時

等に家庭生活支援員を派遣し、子どもの保育や日常生活の支援を行います。

　利用料金は所得に応じて１時間当り0～300円。

＜25年度派遣内訳＞

＜派遣状況＞

24 12件

25 17件

年 度 件 数

23 18件

＜支給状況＞

24 1件 22,060円 5件 5,734,000円

25 1件 16,849円 5件 5,696,000円

23 0件 0円 3件 4,894,000円

年 度
母子家庭自立支援教育訓練給付金 母子家庭高等職業訓練促進給付金

支 給 件 数 支 給 額 支 給 件 数 支 給 額
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⑸　母子生活支援施設措置費

⑹　入院助産措置費

⑺　児童扶養手当の支給

4. ドメステックバイオレンス（ＤＶ）相談・支援
　配偶者等からの暴力被害者の相談・支援

　父又は母と生計を同じくしていない場合、または父又は母が一定の障害を有している18歳

未満の児童（但し18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者又は心身に障害の

ある児童は20歳未満まで）を監護している父、母又は養育者に対して手当てが支給されま

す。

　経済的理由で入院助産を受けることができない妊婦を助産施設にて助産を実施することに

より、福祉の向上を図ります。

　母子家庭あるいはそれに準ずる母子を母子生活支援施設に入所させ、保護を実施すること

により、児童の健全育成を図ります。

＜措置状況＞

24 1 世帯 3,951,450円

25 2 世帯 7,276,732円

年 度 措 置 件 数 措 置 費

23 2 世帯 6,013,869円

＜措置状況＞

24 5件 2,086,020円

25 3件 1,178,450円

年 度 措 置 件 数 措 置 費

23 5件 1,995,000円

＜支給状況＞

506,727,820円

24 586 604 128 1,318世帯 510,925,250円

25 543 639 122 1,304世帯

509,178,760円

区分 支　　給　　件　　数 全部支給
停止件数

支給資格件数 計
年度 全部支給 一部支給

23 572 603 122 1,297世帯

＜相談件数＞

62

24 56 1 0 0 57

25 58 1 2 1

46

区分
相談のみ 一時保護等 警  察 その他 計

年度

23 43 3 0 0
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⑴　予防接種事業

単位：人

（単位：人）

25
年度

区分

5,512

1,469

1,775

1,236

23 24

1,196

6,641

7,101

―

1,632

３種混合(ｼﾞﾌﾃﾘｱ・百日せき・破傷風)

２種混合(ｼﾞﾌﾃﾘｱ・破傷風)児童・生徒

4種混合（ｼﾞﾌﾃﾘｱ・百日せき・破傷風・不活化ポリオ）
　　　　　　　　　　　開始:平成24年11月

10,320

4,237

6,995

1,630

―

268

4,128

6,964

8,152 7,334

BCG

３種混合(ｼﾞﾌﾃﾘｱ・百日せき・破傷風)

日本脳炎

22 36 ―

②定期外予防接種実施要領に基づき法定外予防接種を平成18年度から実施

237 39

子宮頸がん予防

5,234

3,458

0

麻しん風しん混合

麻しん

6,777

2 2

不活化ポリオ　　開始:平成24年9月

ＢＣＧ 1,365

2

894

6,000

9,533

1

―

4,291

8,352

2,450

20風しん

経口ポリオ　　  終了:平成24年6月

ヒブ

小児用肺炎球菌

開始
任意予防接種:平成23
年度・24年度
定期予防接種:平成25
年度

247

7,127

医学的理由により、接種できなかった生
後6か月以上1歳未満の乳児（平成25年
度から接種年齢の上限が1歳未満となっ
たため定期外から外れた）

1期初回接種の間隔
が8週間以上経過した
1期の接種間隔が4週
以上経過した者

①予防接種法に基づき、3種混合･2種混合･麻しん風しん・日本脳炎(小学生含む）など定期
予防接種委託医療機関において個別接種で実施しています。

集団接種で実施してきた経口生ポリオは、平成24年6月末で終了し、9月から不活化ポリ
オ、11月から4種混合（ｼﾞﾌﾃﾘｱ・百日せき・破傷風・不活化ポリオ)が定期予防接種として導
入され、個別接種が開始となりました。

麻しん風しん混合ワクチンは、第1期は1歳から2歳未満に1回、第2期は5歳から7歳未満の
小学校就学前の1年間に1回接種します。平成20年度から平成24年度の5年間に限り麻しん排
除のため麻しん及び風しん予防接種を1回しか受ける機会のなかった中学1年生（第3期）及
び高校3年生相当（第4期）を対象に接種の機会を設け実施しました。

日本脳炎は、平成17年度から平成21年度にかけて積極的勧奨を差し控えていましたが新ワ
クチンの開発に伴い、平成23年度より積極的勧奨を再開し、接種を逸した者に対して対象者
が20歳になる年までの間接種できる特別措置を実施しています。

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業実施要領に基づき任意予防接種を平成23年度から
実施しました。平成25年度からは定期予防接種として実施しています。

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業実施要領に基づき、任意予防接種として子宮頸が
ん予防ワクチン・ヒブワクチン・小児用肺炎球菌ワクチンを、平成23年度・24年度に実施し、
平成25年度からは定期予防接種となり実施しています。　

年度
区分

23 ２４ 25 対象者

190 162 152

1,566

日本脳炎

6,931

5. 母 子 保 健
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⑵　母子保健事業

①　事業の実施状況

  

２ 歳 ６ か 月 児 歯 科 健 康 診 査 666人 695人 663人

３ 歳 児 健 康 診 査 1,620人 1,629人 1,657人

母 子 保 健 推 進 員 に よ る 家 庭 訪 問
( 乳 児 家 庭 全 戸 訪 問 事 業 ）

1,266人 1,166人 1,133人

３ 歳 児 歯 科 健 康 診 査 1,260人 1,187人 1,226人

②　母子保健推進員活動

　母子保健に熱意があり、育児の経験のある市民を母子保健推進員として委嘱し、生後2～3

か月児のいる家庭を訪問して養育状況を確認をするとともに、育児の相談相手となるなど、

安心して子育てできる環境づくりに努めた。

年　度
23 24 25

区　分

１ 歳 ６ か 月 児 歯 科 健 康 診 査 1,440人 1,337人 1,319人

妊 婦 健 康 診 査 20,047人 19,659人 17,873人

妊 婦 歯 科 健 康 診 査 463人 486人 477人

乳 児 健 康 診 査 3,063人 2,915人 2,753人

１ 歳 ６ か 月 児 健 康 診 査 1,679人 1,598人 1,545人

妊 産 婦 ・ 乳 幼 児 健 康 相 談 3,980人 3,878人 4,631人

妊 産 婦 ・ 乳 幼 児 電 話 相 談 11,079人 11,200人 9,640人

妊 産 婦 ・ 乳 幼 児 家 庭 訪 問 1,926人 2,502人 2,942人

４ か 月 児 赤 ち ゃ ん 広 場 1,283人 1,206人 1,285人

10 か 月 児 赤 ち ゃ ん 広 場 1,198人 1,248人 1,218人

保 育 園 ・ 幼 稚 園 歯 み が き 教 育 997人 1,132人 1,470人

15人

21人

小さく生まれたお子さんの交流と相談の広場

未 熟 児 養 育 医 療 対 象 者

407人

パパとママの子育て教室
実数 267組 230組 177組

延数 544人 467人 361人

プレママ教室(平成24年度開始)
マタニティ講座

実数 222人 208人 150人

延数

　母性の健康並びに乳幼児の健やかな育成を図るため、それぞれの時期に応じた事業を、関
係機関、関係団体の連携及び協力を得て実施しています。平成24年度からマタニティ講座
は、プレママ教室に名称を変更し実施。25年度からは未熟児に関する事業が開始していま
す。

年　度
23 24 25

区　分

妊 娠 届 出 数 1,688人 1,647人 1,533人


